１　事業所数・従業者数

平成28年６月１日現在における市内の事業所数は14,286事業所、従業者数は164,311人で、ともに県内第４位となっている。

表１ 県内主要都市の状況（上位５市）
[image: image1.emf]事業所数（全産業） 従業者数（全産業）

順位 市町村名 事業所数 構成比(％) 順位 市町村名 従業者数 構成比(％)

愛知県 322,820 100.0 愛知県 3,749,904 100.0

1 名古屋市 126,879 39.3 1 名古屋市 1,417,153 37.8

2 一宮市 16,734 5.2 2 豊田市 248,872 6.6

3 豊橋市 15,863 4.9 3 豊橋市 164,878 4.4

4 岡崎市 14,286 4.4 4 岡崎市 164,311 4.4

5 豊田市 13,895 4.3 5 一宮市 137,141 3.7

※注１「事業所数」は、事業内容等が不詳のものを含む。
※注２「従業者数」は、必要な事項の数値が得られた事業所（男女別不詳を含む）を対象として集計した。
２　産業大分類別

⑴　事業所数

産業大分類別に事業所数をみると、最も多い産業は「卸売業，小売業」の3,584事業所で、全事業所の25.7％を占めている。次いで「宿泊業，飲食サービス業」1,669事業所（構成比12.0％）、「製造業」1,529事業所（同11.0％）、「建設業」1,403事業所（同10.1％）、「生活関連サービス業，娯楽業」1,239事業所（同8.9％）などとなっている。

⑵　従業者数
産業大分類別に従業者数をみると、最も多い産業は「製造業」の41,718人で全従業者数の25.5％を占めている。次いで「卸売業，小売業」30,415人（同18.6％）、「医療，福祉」15,015人（同9.2％）、「宿泊業，飲食サービス業」14,707人（同9.0％）「サービス業（他に分類されないもの）」13,825人（同8.4％）などとなっている。
図 １　産業大分類別事業所数及び従業者数の構成比(％)[image: image2.emf]2.1
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表２　産業大分類別事業所数及び従業者数
　（単位：事業所,人,％）
[image: image3.emf]産業大分類 事業所数 構成比（％） 従業者数 構成比（％）

Ａ～Ｒ全産業（Ｓ公務を除く） 13,929           100.0             163,737          100.0            

A～B農林漁業 34                 0.2                447               0.3               

C鉱業，採石業，砂利採取業 7                  0.1                23                 0.0               

D建設業 1,403             10.1              10,156           6.2               

E製造業 1,529             11.0              41,718           25.5             

F電気・ガス・熱供給・水道業 9                  0.1                840               0.5               

G情報通信業 96                 0.7                1,017             0.6               

H運輸業，郵便業 209               1.5                7,362             4.5               

I卸売業，小売業 3,584             25.7              30,415           18.6             

J金融業，保険業 272               2.0                4,508             2.8               

K不動産業，物品賃貸業 745               5.3                3,390             2.1               

L学術研究，専門・技術サービス業 636               4.6                9,263             5.7               

M宿泊業，飲食サービス業 1,669             12.0              14,707           9.0               

N生活関連サービス業，娯楽業 1,239             8.9                6,593             4.0               

O教育，学習支援業 539               3.9                3,888             2.4               

P医療，福祉 960               6.9                15,015           9.2               

Q複合サービス事業 69                 0.5                570               0.3               

Rサービス業（他に分類されないもの） 929               6.7                13,825           8.4               


３　従業者規模別（民営）
⑴　事業所数

民営事業所について従業者規模別に事業所数をみると、「1～4人」が7,570事業所（構成比54.3％）と最も多く、次いで「5～9人」2,865事業所（同20.6％）、「10～19人」1,874事業所（同13.5％）などとなっており、9人以下の事業所が全体の約８割を占めている。
⑵　従業者数

民営事業所について従業者規模別に従業者数をみると、「300人以上」の事業所の従業員が32,623人(構成比19.9％)と最も高く、次いで｢10～19人｣25,176人(同15.4％)、「5～9人」18,785人（同11.5％）などとなっている。
表３　従業者規模別事業所数及び従業者数　
　　（単位：事業所,人,％）
[image: image4.emf]実数 構成比（％） 実数 構成比（％）

総数 13,929               100.0                 163,737             100.0                

1 ～ 4 人 7,570                 54.3                   16,509               10.1                  

5 ～ 9 人 2,865                 20.6                   18,785               11.5                  

10 ～ 19 人 1,874                 13.5                   25,176               15.4                  

20 ～ 29 人 675                   4.8                    15,943               9.7                   

30 ～ 49 人 432                   3.1                    16,341               10.0                  

50 ～ 99 人 277                   2.0                    18,570               11.3                  

100 ～ 199 人 102                   0.7                    13,328               8.1                   

200 ～ 299 人 26                     0.2                    6,462                 3.9                   

300 人以上 42                     0.3                    32,623               19.9                  

常用雇用者のいない事業所 66                     0.5                    -                       -                      

事業所数 従業者数

従業者規模


図２　従業者規模別事業所数及び従業者数の構成比（民営）[image: image5.emf]1～4人 5～9人
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※派遣従業者のみとは、労働者派遣法でいう派遣労働者のほかに、在籍出向など出向元に籍がありなが

ら、この事業所で働いている人のみで経済活動が行われている事業所をいう。


４　開設時期別産業大分類別（民営）
平成17年以降に開設した民営事業所について、その開設時期別に事業所数をみると、最も多いのは平成20年の438事業所となっている。また、産業大分類別にみると、最も多いのは「卸売業,小売業」で、次いで「宿泊業，飲食サービス業」などとなっている。
図３　開設時期別産業大分類別事業所数（民営）[image: image6.emf]卸売業,小売業

宿泊業，

飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽

業

建設業

医療,福祉

製造業

学術研究,

専門･技術サービス業

その他

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

平成17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年

事業所

※

※平成28年は、調査期日(6月1日)までの値


５　従業上の地位別（雇用者）
⑴　全産業（民営、非農林業）

従業者の従業上の地位のうち雇用者をみると、｢正社員･正職員｣が86,740人(60.3
％)、「正社員・正職員以外の雇用者」は57,091人(39.7％)となっている。
⑵　産業大分類別（非農林業）

雇用者に占める「正社員・正職員」の割合を産業大分類別にみると、「鉱業，採石業，砂利採取業」（100.0％）が最も高く、次いで「電気・ガス・熱供給・水道業」(91.5％)、「学術研究，専門・技術サービス業」(85.0％)、「建設業」(83.9％)となっている。一方、雇用者に占める｢正社員･正職員以外の雇用者｣の割合は、｢宿泊業,飲食サービス業｣(83.8％)が最も高く、次いで「生活関連サービス業，娯楽業」(56.9％)、「卸売業，小売業」(54.1％)、「教育，学習支援業」(49.6％)などとなっている。
図４　雇用者の産業大分類別、従業上の地位別割合（民営、非農林業）[image: image7.emf]60.3 
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　　　　　　　　表４　産業大分類別従業上の地位別従業者数　　　　(単位：人,％)
[image: image8.emf]雇用者

正社員・

正職員

正社員・

正職員以外の

雇用者

雇用者

正社員・

正職員
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非農林業 143,831 86,740 57,091 100.0 60.3 39.7

C鉱業，採石業，砂利採取業 7 7 0 100.0 100.0 0.0

D建設業 7,823 6,566 1,257 100.0 83.9 16.1

E製造業 38,650 29,341 9,309 100.0 75.9 24.1

F電気・ガス・熱供給・水道業 837 766 71 100.0 91.5 8.5

G情報通信業 894 677 217 100.0 75.7 24.3

H運輸業，郵便業 7,068 4,783 2,285 100.0 67.7 32.3

I卸売業，小売業 26,455 12,150 14,305 100.0 45.9 54.1

J金融業，保険業 4,366 3,507 859 100.0 80.3 19.7

K不動産業，物品賃貸業 2,327 1,476 851 100.0 63.4 36.6

L学術研究，専門・技術サービス業 8,443 7,180 1,263 100.0 85.0 15.0

M宿泊業，飲食サービス業 12,401 2,010 10,391 100.0 16.2 83.8

N生活関連サービス業，娯楽業 5,024 2,164 2,860 100.0 43.1 56.9

O教育，学習支援業 3,317 1,672 1,645 100.0 50.4 49.6

P医療，福祉 13,411 7,237 6,174 100.0 54.0 46.0

Q複合サービス事業 566 422 144 100.0 74.6 25.4

Rサービス業（他に分類されないもの） 12,242 6,782 5,460 100.0 55.4 44.6

産業大分類別



従業者数



割合


(注)「正社員・正職員以外の雇用者」とは、「正社員・正職員以外」と「臨時雇用者」を合算したもの。
６　異動状況（民営）
　⑴　全産業
　　　平成26年以降の民営事業所の異動状況をみると、新設事業所は1,308事業所で、民営事業所の総数に占める割合は9.4％となっている。一方、廃業事業所数は1,982事業所となっている。
　⑵　産業大分類別
　　　新設事業所の割合を産業大分類別にみると、「情報通信業」（13.5％）が最も高く、次いで「医療，福祉」（13.4％）、「宿泊業，飲食サービス業」（13.2％）、「金融業，保険業」（12.1％）、「教育，学習支援業」（11.5％）などとなっている。
表５　存続・新設・廃業事業所数（民営）　　(単位：事業所,％)　
[image: image9.emf]存続事業所 新設事業所

全産業 13,929        12,621        1,308          90.6           9.4             1,982         

A農業，林業 34             30             4               88.2           11.8           3              

B漁業 -               -               -               -               -               -              

C鉱業，採石業，砂利採取業 7               7               -               100.0          -               2              

D建設業 1,403          1,304          99             92.9           7.1             157           

E製造業 1,529          1,473          56             96.3           3.7             150           

F電気・ガス・熱供給・水道業 9               9               -               100.0          -               2              

G情報通信業 96             83             13             86.5           13.5           18            

H運輸業，郵便業 209            187            22             89.5           10.5           22            

I卸売業，小売業 3,584          3,219          365            89.8           10.2           547           

J金融業，保険業 272            239            33             87.9           12.1           41            

K不動産業，物品賃貸業 745            715            30             96.0           4.0             127           

L学術研究，専門・技術サービス業 636            571            65             89.8           10.2           57            

M宿泊業，飲食サービス業 1,669          1,449          220            86.8           13.2           329           

N生活関連サービス業，娯楽業 1,239          1,107          132            89.3           10.7           159           

O教育，学習支援業 539            477            62             88.5           11.5           73            

P医療，福祉 960            831            129            86.6           13.4           137           

Q複合サービス事業 69             68             1               98.6           1.4             3              

Rサービス業（他に分類されないもの） 929            852            77             91.7           8.3             155           

産業大分類別

総数
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７　地域別（全産業）
⑴　事業所数

地域別に事業所数をみると、中央地域が5,190事業所(構成比37.3％)で最も高く、次いで岡崎地域の2,120事業所(同15.2％)、岩津地域の1,778事業所(同12.8%)となっている。
　　　　　　　　図５　地域別事業所数　（単位：事業所）[image: image10.emf] -
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⑵　従業者数

地域別に従業者数をみると、中央地域が47,640人(構成比29.1％)で最も高く、次いで矢作地域の27,326人(同16.7％)、岡崎地域の22,308人(同13.6％)となっている。
　　　　　　　図６　地域別従業者数　　　　　（単位：人）[image: image11.emf] -
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　　　第６表　地域別事業所数及び従業者数　　（単位：事業所,人,％）
[image: image12.emf]実数 構成比 実数 構成比

　中央地域 5,190             37.3              47,640           29.1             

　岡崎地域 2,120             15.2              22,308           13.6             

　大平地域 1,252             9.0                17,259           10.5             

　東部地域 484               3.5                9,609             5.9               

　岩津地域 1,778             12.8              18,607           11.4             

　矢作地域 1,508             10.8              27,326           16.7             

　六ﾂ美地域 1,268             9.1                15,930           9.7               

　額田地域 329               2.4                5,058             3.1               

合　計 13,929           100.0             163,737          100.0            

従業者数 事業所数

　地　　　域


８　平成26年経済センサス活動調査結果との比較
　⑴　事業所数・従業者数（民営）
　　ア　事業所数
　　　　産業大分類別に事業所数をみると、「学術研究，専門・技術サービス業」で18事業所増加し、次いで「医療・福祉」が2事業所増加となっている。「卸売業，小売業」が109事業所減少、次いで「製造業」が101事業所減少となっており、前回の平成26年経済センサス基礎調査から全体として524事業所減少している。
　　イ　従業者数
　　　　産業大分類別に従業者数をみると、「学術研究，専門・技術サービス業」で3,185人増加し、次いで「医療・福祉」で572人の増加となっている。「卸売業，小売業」で833人減少、次いで「製造業」で545人の減少となっている。前回の平成26年経済センサス基礎調査から全体としては4,883人増加している。
表７　H28及びH26の事業所数及び従業者数（民営）（単位：事業所，人）　　　
[image: image13.emf]産業大分類 H28事業所数 H26事業所数 増減 H28従業者数 H26従業者数 増減

A～R 全産業(S公務を除く) 13,929           14,453           △ 524 163,737          158,854          4,883

A農業，林業 34                 31                 3 447               383               64

B漁業 -                  -                  -                  -                  -                  -                 

C鉱業，採石業，砂利採取業 7                  12                 △ 5 23                 42                 △ 19

D建設業 1,403             1,435             △ 32 10,156           10,068           88

E製造業 1,529             1,630             △ 101 41,718           42,263           △ 545

F電気・ガス・熱供給・水道業 9                  12                 △ 3 840               811               29

G情報通信業 96                 102               △ 6 1,017             1,015             2

H運輸業，郵便業 209               209               0 7,362             7,446             △ 84

I卸売業，小売業 3,584             3,693             △ 109 30,415           31,248           △ 833

J金融業，保険業 272               277               △ 5 4,508             4,390             118

K不動産業，物品賃貸業 745               841               △ 96 3,390             3,337             53

L学術研究，専門・技術サービス業 636               618               18 9,263             6,078             3,185

M宿泊業，飲食サービス業 1,669             1,752             △ 83 14,707           14,807           △ 100

N生活関連サービス業，娯楽業 1,239             1,252             △ 13 6,593             6,631             △ 38

O教育，学習支援業 539               549               △ 10 3,888             4,037             △ 149

P医療，福祉 960               958               2 15,015           14,443           572

Q複合サービス事業 69                 72                 △ 3 570               428               142

Rサービス業（他に分類されないもの） 929               1,010             △ 81 13,825           11,427           2,398

資料：平成28年経済センサス活動調査結果　平成26年経済センサス基礎調査結果

※注１　「事業所数」及び「従業者数」は、必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した。


　⑵　地位別従業者割合（民営）
　　　地位別従業者割合をみると、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「運輸業，郵便業」「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「複合サービス事業」を除くすべての分野で前回の平成24年経済センサス活動調査より正社員・正職員の割合が増加している。
表８　H28及びH26の産業大分類別、地位別従業者割合（民営）[image: image14.emf]正社員・

正職員

正社員・

正職員以外

の雇用者

正社員・

正職員

正社員・

正職員以外

の雇用者

非農林業 60.3 39.7 58.6 41.4

C鉱業，採石業，砂利採取業 100.0 0.0 86.7 13.3

D建設業 83.9 16.1 81.0 19.0

E製造業 75.9 24.1 76.5 23.5

F電気・ガス・熱供給・水道業 91.5 8.5 96.0 4.0

G情報通信業 75.7 24.3 79.4 20.6

H運輸業，郵便業 67.7 32.3 64.7 35.3

I卸売業，小売業 45.9 54.1 44.1 55.9

J金融業，保険業 80.3 19.7 81.0 19.0

K不動産業，物品賃貸業 63.4 36.6 58.7 41.3

L学術研究，専門・技術サービス業 85.0 15.0 75.9 24.1

M宿泊業，飲食サービス業 16.2 83.8 16.0 84.0

N生活関連サービス業，娯楽業 43.1 56.9 39.3 60.7

O教育，学習支援業 50.4 49.6 47.9 52.1

P医療，福祉 54.0 46.0 53.5 46.5

Q複合サービス事業 74.6 25.4 73.1 26.9

Rサービス業（他に分類されないもの） 55.4 44.6 58.3 41.7

産業大分類別

H28 H26

割合 割合


　⑶　地域別（民営）
　　ア　事業所数
　　　　地域別の事業所数を前回の平成26年経済センサス基礎調査と比較すると、すべての地域において減少している。最も減少割合が大きいのは、東部地域で5.8％の減少率となっている。
　　イ　従業者数

　　　　地域別の従業者数を前回の平成26年経済センサス基礎調査と比較すると、中央地域では前回調査時より減少したが、そのほかの地域については増加している。最も増加割合が大きいのは額田地域で15.7％の増加率となっている。

表９　H28及びH26の地域別事業所数・従業者数（民営）（単位：事業所，人）　　[image: image15.emf]H28 H26 増減 H28 H26 増減

　中央地域 5,190       5,459       △ 269 47,640     47,962     △ 322

　岡崎地域 2,120       2,151       △ 31 22,308     21,376     932

　大平地域 1,252       1,312       △ 60 17,259     16,877     382

　東部地域 484         514         △ 30 9,609       8,541       1,068

　岩津地域 1,778       1,813       △ 35 18,607     18,290     317

　矢作地域 1,508       1,583       △ 75 27,326     26,862     464

　六ﾂ美地域 1,268       1,280       △ 12 15,930     14,576     1,354

　額田地域 329         341         △ 12 5,058       4,370       688

合　計 13,929     14,453     △ 524 163,737    158,854    4,883

　地　　　域

事業所数 従業者数
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